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防災行政無線自動電話応答サービスp042－438－4103　災害発生時などに、防災行政無線で放送した内容を電話で確認できます。　

▲

危機管理室o

プレミアム付商品券購入引換券
交付申請書を発送しました

市政

　令和元年度の住民税が課税されてい
ない方へ、プレミアム付商品券購入引
換券交付申請書を発送しました。
　対象者で申請書が届かない場合は、
お問い合わせください。
※住民税課税者の配偶者や課税者と住
民票が同一世帯の方、生活保護の受給
者は対象外です。
※郵便受けにお名前が表示されていな
い場合には返送される可能性があります。▲

企画政策課n
　p042－439－5959

特定生産緑地に関する説明会
　平成29年に生産緑地法の一部が改
正され、生産緑地を計画的に保全する
ことを目的として、新たに「特定生産
緑地制度」が創設されました。本制度
に関する説明会を開催します。
a・b下表参照
d市内生産緑地をお持ちの方とその
関係者▲

都市計画課op042－438－4050
□説明会� ※各回、同じ内容です。

日時 場所
９月28日㈯

午後３時
～５時

JA保谷支店
10月２日㈬ 新町福祉会館

３日㈭ 向台地区会館
４日㈮ 下保谷福祉会館
５日㈯ JA田無支店
８日㈫ 田無庁舎５階

９日㈬ ひばりが丘北
市民集会所

11日㈮ 上向台地区会館
16日㈬ 保谷庁舎４階

※進行状況により、午後５時より前に終
了する場合があります。

９月１日現在の選挙人名簿
登録者数（定時登録）などが確定

選挙

□登録者数
男性８万2,026人、女性８万7,941人、
計16万9,967人
前回の選挙時登録者数と比較すると、
男性467人増、女性537人増、計1,004
人増加しています。
□今回の定時登録の要件
①日本国民
②平成13年９月２日以前に出生
③９月１日現在、引き続き３カ月以上

居住している（他市区町村から転入し
た場合は、６月１日までに本市の住民
基本台帳に記載）または、５月１日以
降の転出で、転出前に３カ月以上居住
していた
□在外選挙人名簿登録者数　男性89
人、女性104人、計193人
□今回の在外選挙人名簿登録などの要件
①日本国民
②登録申請時に満18歳以上
③在外選挙人名簿に登録されていない
④国外に住所を有し、次のいずれかに
該当する
●�その者の住所を管轄する領事官の管
轄区域内に引き続き３カ月以上住所
がある

●�本市の選挙人名簿に登録されており、
出国前に海外への転出届および在外
選挙人名簿登録移転申請をしている▲

選挙管理委員会事務局o
　p042－438－4090

西東京市一店逸品事業�第７弾募集！
よいもの発見！逸品めぐり
～食料品店対象～

募集

　西東京商工会と協力し
て、モノやサービスなど
個店独自の「逸品」を確立
し、これまでの６回で
180品以上の逸品を認定
しました。
　このたび、第７弾として逸品を募集
します。
※過去の認定済み逸品の再申込も可
□募集期間　10月15日㈫まで

□認定テーマ　「持ち帰り飲食料品」
●市の認知度を向上させるもの
●市の特徴を活

い

かしたもの
●�オリジナル性の高い、こだわりの感
じられる自慢の逸品であること
□応募方法
①市内で事業を営む方からの申込書
をjへ提出
※応募には参加基準を満たしている必
要があります。詳細は、専用kまた
はjへお問い合わせください。
②市民の皆さんからの推薦
　気に入っている逸品（味・店主の熱
意など）のお店を専用kまたはjへ推
薦してください。推薦されたお店に、
事業への参加意向を確認します。

西東京市の一店逸品 検索

j西東京商工会
　p042－461－4573▲

産業振興課o
　p042－438－4041

東京都市町村総合体育大会の結果
その他

　スポーツ振興と都内市町村間の交流
を目的とした歴史のあるスポーツ大会
で、14競技22種目を競いました。
　本市は、卓球男子・ソフトボール女
子で第２位、柔道男子で第３位となり
ました。
jNPO法人西東京市体育協会事務局
p042－425－7055
※平日午前９時～午後４時（第１㈫を除く）▲

スポーツ振興課op042－438－4081

西東京市手話通訳者登録試験
（手話通訳者全国統一試験）

a12月７日㈯午前10時～午後５時
b日野市「生活・保健センター」
d在住の20歳以上で、手話通訳者養
成課程修了者
g6,000円
i９月27日㈮～30日㈪に申込書を提
出（郵送不可）
□申込書　障害福祉課（両庁舎１階）・
市kで配布
j西東京登録試験委員会事務局
l042－438－2275・mnishitokyo.
shiken@gmail.com▲

障害福祉課op042－438－4033

寄付
　市政へのご協力をいただき、誠にあ
りがとうございました。
�㈱スモール・プラネット�様▲

管財課np042－460－9812
�匿名５人（各１万円）
�五十嵐真太郎�様（金員）▲

秘書広報課np042－460－9803

a９月17日㈫午後２時
b防災センター
c・e行政報告ほか・10人▲

教育企画課op042－438－4070

教育委員会傍 聴

住宅耐震改修工事
□減額分　２分の１（住宅面積120㎡まで）
□要件　●昭和57年１月１日以前から
市内にある住宅に対し、現行の耐震基
準に適合させる耐震改修工事を行う　
●１戸当たりの工事費用が50万円超
□必要書類　①耐震基準適合住宅に係
る固定資産税の減額適用申告書　②増
改築等工事証明書または住宅耐震改修
証明書　③耐震改修工事費用の領収書
の写し

住宅のバリアフリー改修
□減額分　３分の１（住宅面積100㎡まで）
□要件　●新築日から10年以上経過し
た市内の住宅に対し、一定のバリアフ
リー改修工事（※１）を行う　●65歳
以上の方、要介護・要支援認定を受け
ている方、障害者の方が居住する家屋
（賃貸住宅を除く）　●改修後の床面積
が50㎡以上280㎡以下　●１戸当た
りの工事費用が50万円超（補助金など
を除く自己負担額）　●現在、新築住

宅軽減および耐震改修に伴う減額を受
けていない家屋
※１…廊下の拡幅、階段の勾配の緩和、
浴室・便所の改良、手すりの設置、屋
内の段差の解消、引き戸への交換、床
の滑り止め化
□必要書類　①住宅のバリアフリー改
修に伴う固定資産税の減額適用申告書
②工事内容などが確認できる書類（工
事明細書・現場の写真など）と工事費用
の領収書の写し　③納税義務者の住民
票　④居住者の要件により次のいずれ
かの書類　●65歳以上…住民票　●要
介護・要支援…介護保険被保険者証の
写し　●障害者…障害者手帳の写し　
⑤補助金などの交付を受けた場合は、
交付を受けたことが確認できる書類

住宅の省エネ改修
□減額分　３分の１（住宅面積120㎡まで）
□要件　●平成20年１月１日以前から
市内にある住宅（賃貸住宅を除く）に対し、
一定の省エネ改修工事（熱損失防止改修�
※２）を行う　●改修後の床面積が50㎡
以上280㎡以下　●１戸当たりの工事費
用が50万円超（補助金などを除く自己負
担額）　●現在、新築住宅軽減および耐
震改修に伴う減額を受けていない家屋
※２…窓・床・天井・壁の断熱性を高め
る改修工事（外気などと接するもので、窓
の改修を含めた工事であることが必須）
□必要書類　①住宅の熱損失防止改修
に伴う固定資産税の減額適用申告書　
②増改築等工事証明書　③工事費用の
領収書の写し　④納税義務者の住民票

※いずれも工事後３カ月以内に、資産税課への申告が必要です。

固定資産税の減額

▲

資産税課np042－460－9830

　一定の要件を満たす改修工事を行っ
た家屋について、工事が完了した年の
翌年度分の当該家屋に係る固定資産税
を減額します（都市計画税を除く）。

　市内の中学生が「人生を無駄にしな
いで」と願いを込めて制作しました。
a９月24日㈫～27日㈮午前10時

～午後４時（最終日は３時まで）
b田無庁舎２階▲

健康課op042－438－4021

薬物乱用防止ポスター・標語展

■社会教育委員の会議
a９月27日㈮午後２時
b保谷庁舎４階
c・e地域学校協働活動・５人▲

社会教育課op042－438－4079

■地域密着型サービス等運営委員会
a10月１日㈫午後７時
b防災センター
c・e地域密着型サービスなど・５人▲

高齢者支援課op042－438－4030

■子ども子育て審議会計画専門部会
a10月７日㈪午後２時
b田無庁舎５階
c・e子育ち・子育てワイワイプ
ラン後期計画策定・８人
■青少年問題協議会
a10月９日㈬午前９時30分
b田無庁舎３階
c・e活動報告・５人▲

子育て支援課np042－460－9841

審議会など傍 聴

　調理中にガスコンロの周囲にある
可燃物や着衣に着火する火災が発生
しています。
□着衣着火を防ぐ
● �防炎品のエプロンやアームカバー
を使用する

●�袖や裾が広がった衣服の着用を避
ける

●�鍋等の底から火があふれ出ないよ

うに、適切な火力調整をする
□伝導加熱
ガスコンロの熱が壁面の金属板など
を伝わり、内側の木材を徐々に炭化
させ、出火に至ることがありますの
でガスコンロと壁の距離を適切にと
り、定期的に点検確認を行いましょう。
j西東京消防署p042－421－0119▲

危機管理室op042－438－4010

ガスコンロによる火災に注意

　９月１日号の２面「『事業者募
集』障害者総合支援センターの指
定管理者」の記事において、指定
期間の誤りがありました。正しく
は次のとおりです。
（正）指定期間
令和２年10月１日～令和７年９
月30日

＜お詫びして訂正します＞


